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高知県漁協経営改善資金保証料補給要綱の一部改正新旧対照表

新 旧

高知県漁協経営改善資金保証料補給要綱

第１条～第３条 （略）

（対象漁協等）

第４条 この要綱により保証料補給の対象となる漁協（以下「対象漁協」という。）は、

高知県内に主たる事務所を有する漁協であって、繰越欠損金の額が５千万円以上であ

り、当該繰越欠損金の額が直近の２事業年度の当期利益金の平均額の 10 倍を超え、

経営改善のための計画（以下「経営改善計画」という。）を策定し、及びその改善計

画の蓋然性について、ＪＦ経営改善指導指針及びＪＦ経営改善指導実務基準（平成 1

9 年６月 15 日付け全国漁業協同組合連合会制定）に基づき、県、高知県漁業協同組合

連合会、高知県信用漁業協同組合連合会その他関係機関で構成される高知県漁協指導

協議会の認定を受けた上で、国、全国漁業協同組合連合会、農林中央金庫その他関係

機関で構成される委員会の認定を受けている者とし、かつ、県税を滞納していない者

とする。

第５条～第 19 条 （略）

（附則） （略）

（附則）

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
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